事総―５９１　
平成２３年１２月２８日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人事院事務総長
人事院規則９―８―７４（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改正する人事院規則）の施行に伴う関係人事院事務総長通知の一部改正について（通知）
　人事院規則９―８―７４（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改正する人事院規則）の施行に伴い、下記に掲げる人事院事務総長通知の一部をそれぞれ次のとおり改正したので、平成２４年２月１日以降は、これによってください。
　なお、改正前の「人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について（平成１８年１２月１５日事企法―６６８）」第１項の表給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）の欄に掲げられていた人事管理文書の保存期間については、なお従前の例によってください。
記
１　人事院規則１―２４（公務の活性化のために民間の人材を採用する場合の特例）の運用について（平成１０年３月２６日管総―２８０）
　　第４条関係、第５条関係及び別紙を削る。
２　人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について（平成１８年１２月１５日事企法―６６８）
　　第１項の表給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）の欄中「、第４７条関係第２項ただし書」を削り、「第１１条関係第５項」を「第１１条関係第７項」に改める。
３　給実甲第１９２号（復職時等における号俸の調整の運用について）
　　第一の第２項第５号中「又はその委任を受けた者」を削り、第一の第３項第３号中「第２７条第１項」の次に「若しくは第３項」を加え、第一の第７項中「又はその委任を受けた者」を削る。
４　給実甲第２２０号（期末手当及び勤勉手当の支給について）
　　第１４項第３号⑹中「正規の試験」を「採用試験又は経験者採用試験」に改め、同号⑹を同号⑻とし、同号⑸中「第２条第１０号」を「第２条第１７号」に改め、同号中⑸を⑹とし、⑹の次に⑺として次のように加える。
　　　⑺　規則９―８第２条第５号に定める経験者採用試験の結果に基づいて職員となった者　当該者に係る規則９―８第１１条第３項に規定する部内の他の職員の⑴から⑹までに掲げる区分に応じ、それぞれ⑴から⑹までに定める年数
　　第１４項第３号⑷中「第２条第９号」を「第２条第１０号又は第１６号」に改め、同号⑷を同号⑸とし、同号⑶中「第２条第８号」を「第２条第９号、第１２号又は第１５号」に改め、同号⑶を同号⑷とし、同号⑵中「第２条第７号」を「第２条第８号、第１１号又は第１４号」に改め、同号⑵を同号⑶とし、同号⑴中「第２条第６号」を「第２条第７号又は第１３号」に改め、同号中⑴を⑵とし、⑴として次のように加える。
　　　⑴　規則９―８第２条第６号に定める試験の結果に基づいて職員となった者　３年（修士課程修了、専門職学位課程修了又は大学６卒）
　　第１７項第１号中「、その者」の次に「（第１４項第３号⑺に掲げる者にあっては、当該者に係る規則９―８第１１条第３項に規定する部内の他の職員）」を加え、「第１４項第３号⑹」を「同号⑻」に改める。
５　給実甲第２５４号（初任給基準又は俸給表の適用を異にして異動した場合の職務の級及び号俸の決定等について）
　　第１中「第２７条第１項」の次に「又は第３項」を加える。
　　第６中「決定された者」の次に「（規則第１１条第３項の規定により職務の級を決定された者を除く。）」を加え、第６を第６の第１項とし、第６に次の１項を加える。
　　２　規則第２８条の規定により号俸を決定された者（規則第１１条第３項の規定により職務の級を決定された者に限る。）の当該号俸決定の日後の最初の昇格について、その者が昇格前の職務の級に在級している期間と規則第２８条の規定を適用して号俸を決定する際の計算の過程において当該職務の級に決定されるとみなされた日以後の期間（従前当該職務の級に在級していた期間を含む。）とを合算した期間が在級期間表に定める在級期間（ただし、規則第２０条第４項後段の規定に該当するときは、当該在級期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間とすることができる。）以上あるときは、規則第２０条第７項ただし書の規定によりその者を昇格させることができる。
６　給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）
　　第２条関係中「第６号から第１０号まで」を「第１３号から第１７号まで」に、「正規の試験」とは、」を「採用試験」とは、平成２４年２月１日前に告知された」に改め、同条関係各号中「正規の試験」を「採用試験」に改める。
　　第１１条関係第６項中「第３項」を「第５項」に改め、同項を同条関係第８項とし、同条関係第５項中「第２項」を「第４項」に改め、同項を同条関係第７項とし、同条関係第４項中「第２項」を「第４項」に改め、同項を同条関係第６項とし、同条関係第３項中「第２項」を「第４項」に改め、同項を同条関係第５項とし、同条関係第２項中「の第２項」を「の第４項」に改め、同項を同条関係第４項とし、同条関係第１項の次に次の２項を加える。
　　２　この条の第３項の「その者に求められる能力等」とは、その者の採用の基礎となった経験者採用試験の合格者に求められる能力及び実績等をいう。また、同項の「指定」は、当該経験者採用試験の実施前にあらかじめ行うものとする。
　　３　この条の第３項の規定による職務の級の決定については、その過程等を明確にして行うとともに、その内容を適切に把握しておくものとする。
　　第１２条関係第１項中「第１項第１号」の次に「又は第３号」を加え、同条関係第４項中「第１項第２項」を「第１項第４号」に改め、同項を同条関係第８項とし、同条関係第３項中「第１項第１号ロ」を「第１項第３号ロ」に改め、同項を同条関係第７項とし、同条関係第２項中「第１項第１号ロ」を「第１項第３号ロ」に改め、同項を同条関係第６項とし、同条関係第１項の次に次の４項を加える。
　　２　この条の第１項第２号の「経験者試験採用者に求められる能力等」とは、経験者試験採用者の採用の基礎となった経験者採用試験の合格者に求められる能力及び実績等をいう。また、同号の「指定」は、当該経験者採用試験の実施前にあらかじめ行うものとする。
　　３　この条の第１項第２号の規定により号俸を決定するに当たっては、経験者試験採用者のうち、同号の規定により各庁の長が指定する採用試験の結果により採用された部内の他の職員に適用された初任給基準表の学歴免許等欄に掲げる学歴免許等の区分（同欄に学歴免許等の区分が掲げられていない場合にあっては、第１５条の２関係第５項に定める学歴免許等の区分とする。）に対して経験年数調整表に加える年数又は減ずる年数が定められている学歴免許等の資格（第１５条の２第１項の規定の適用に際して用いられるものに限る。）を有する者について、当該加える年数又は減ずる年数を考慮することができる。
　　４　この条の第１項第２号の「経験者試験採用者の有する能力等」とは、経験者試験採用者の有する能力及び実績等をいう。
　　５　この条の第１項第２号の規定による号俸の決定については、その過程等を明確にして行うとともに、その内容を適切に把握しておくものとする。
　　第１３条関係第１項中「正規の試験」を「採用試験」に、「第１２条第１項第２号」を「第１２条第１項第４号」に改め、同条関係第３項中「正規の試験」を「採用試験」に改め、同条関係第４項中「「Ⅰ種」又は「Ａ種」」を「「総合職（院卒）」、「総合職（大卒）」又は「専門職（大卒一群）」」に改め、同項⑸及び⑹中「正規の試験」を「採用試験」に改める。
　　第１４条関係第２項中「備考第３項」の次に「又は第６項」を加え、同条関係第３項中「上欄」の次に「及び第２項」を加える。
　　第１５条関係第５項中「第１２条第１項第２号」を「第１２条第１項第４号」に改め、同条関係第６項中「又はその委任を受けた者」を削り、同条関係第９項を同条関係第１１項とし、同条関係第８項第２号中「正規の試験」を「採用試験」に、「「Ⅰ種」、「Ⅱ種」及び「Ａ種」」を「「総合職（院卒）」にあっては「修士課程修了」、「専門職学位課程修了」又は「大学６卒」の区分、「総合職（大卒）」、「一般職（大卒）」、「専門職（大卒一群）」及び「専門職（大卒二群）」」に、「「Ｂ種」にあっては「短大卒」の区分、「Ⅲ種」」を「「一般職（高卒）」及び「専門職（高卒）」」に改め、同項を同条関係第９項とし、同項の次に次の１項を加える。
　　１０　前項第２号の「専門職学位課程」については、第１４条関係第３項の例による。
　　第１５条関係第７項の次に次の１項を加える。
　　８　この条の第１項第１号の「専門職学位課程」については、第１４条関係第３項の例による。
　　第１５条の２関係第５項第１号中「正規の試験」を「採用試験」に、「「Ⅰ種」」を「「総合職（院卒）」にあっては「修士課程修了」、「専門職学位課程修了」又は「大学６卒」の区分、「総合職（大卒）」、「一般職（大卒）」、「専門職（大卒一群）」、「専門職（大卒二群）」、「Ⅰ種」」に、「「Ⅲ種」」を「「一般職（高卒）」、「専門職（高卒）」及び「Ⅲ種」」に改め、同項第３号中「「大学卒」」を「「総合職（院卒）」にあっては「修士課程修了」、「専門職学位課程修了」又は「大学６卒」の区分、「総合職（大卒）」、「一般職（大卒）」、「専門職（大卒二群）」、「Ⅰ種」及び「Ⅱ種」にあっては「大学卒」」に改め、同条関係中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。
　　６　前項第１号及び第３号の「専門職学位課程」については、第１４条関係第３項の例による。
　　第１６条関係第１項中「含み、当該適用される試験欄の区分が「Ⅱ種」の区分である場合は「Ｂ種」の区分は含まないものとする」を「含む」に、「の「Ｂ種」」を「の「一般職（大卒）」」に、「短大卒」を「大学卒」に、「Ⅲ種」を「一般職（高卒）」に、「として第１５条」を「として同条」に改める。
　　第２０条関係第９項を次のように改める。
　　９　この条の第６項の規定により読み替えられた同条第４項の「人事院の定める要件」は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める要件とする。
　　　一　第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員以外の職員を昇格させる場合　昇格させようとする日に新たに職員となったものとした場合のその者の経験年数（初任給基準表の試験欄の「採用試験」の区分のうち「総合職（院卒）」の区分の適用を受ける者にあっては、当該経験年数に２年を加えた年数をもって当該経験年数とすることができる。）がその者の属する職務の級の１級上位の職務の級をその者の属する職務の級とみなした場合の最短昇格期間（ただし、この条の第４項後段の規定に該当するときは、当該最短昇格期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間とすることができる。第２２条関係第２項第１号において同じ。）以上であること。
　　　二　第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員をその者が採用された日後に最初に昇格させる場合　昇格させようとする日以前における直近の能力評価（人事評価政令第５条第３項に規定する評価期間の一部の期間において職務に従事しているものを含む。以下この号において同じ。）及び連続した２回の業績評価（同条第４項に規定する評価期間の一部の期間において職務に従事しているものを含む。以下この号において同じ。）の全体評語について、一の全体評語が上位の段階であり、かつ、他の全体評語が上位又は中位の段階であること（次に掲げる職務の級に昇格させる場合にあっては、それぞれ次に定める要件を含む。）
　　　　⑴　第４項第１号に掲げる職務の級　次に掲げる要件を満たすこと。
　　　　　イ　職員を昇格させようとする日以前における直近の能力評価及び連続した２回の業績評価の全体評語について、いずれも中位の段階であること。
　　　　　ロ　直近の能力評価の人事評価政令第５条第３項に規定する評価期間において職員が職務遂行の中でとった行動について人事評価政令第４条第３項に規定する評価項目に照らして優れた行動がみられ、かつ、その他の行動は通常求められる程度であること又は直近の業績評価の人事評価政令第５条第４項に規定する評価期間において職員が挙げた業績について人事評価政令第４条第４項に規定する果たすべき役割に照らして優れた業績がみられ、かつ、その他の業績は通常求められる程度であること。
　　　　⑵　第４項第２号に掲げる職務の級　⑴イに掲げる要件を満たすこと。
　　第２０条の２関係第２項中「正規の試験」を「採用試験」に改め、同条関係第５項中「、専門行政職俸給表在級期間表の備考第１項、税務職俸給表在級期間表の備考第１項、公安職俸給表㈠在級期間表の備考第１項から第３項まで、公安職俸給表㈡在級期間表の備考第１項又は研究職俸給表在級期間表の備考第１項」を「若しくは第６項、専門行政職俸給表在級期間表の備考第１項若しくは第６項、税務職俸給表在級期間表の備考第１項若しくは第３項、公安職俸給表㈠在級期間表の備考第１項から第３項まで若しくは第５項から第７項まで、公安職俸給表㈡在級期間表の備考第１項若しくは第５項又は研究職俸給表在級期間表の備考第１項若しくは第４項」に改める。
　　第２１条関係第１項中「Ⅱ種」を「一般職（大卒）」に、「Ⅰ種」を「総合職（大卒）」に改める。
　　第２２条関係第２項中「において、昇格させようとする日に新たに職員となったものとした場合のその者の経験年数がその者を昇格させようとする職務の級をその者の属する職務の級とみなした場合の最短昇格期間以上であるときは、それらの者を当該」を「には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める」に改め、同項に次の各号を加える。
　　　一　第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員以外の職員　昇格させようとする日に新たに職員となったものとした場合のその者の経験年数がその者を昇格させようとする職務の級をその者の属する職務の級とみなした場合の最短昇格期間以上となる当該昇格させようとする職務の級
　　　二　第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員　当該派遣又は休職がなく引き続き職務に従事したものとみなして、その者が当該派遣又は休職の直前に属していた職務の級を基礎として昇格等の規定を適用した場合に、その者を昇格させようとする日に属することとなる職務の級を超えない範囲内の職務の級
　　第２５条関係第２項中「第１２条第１項第２号」を「第１２条第１項第４号」に改める。
　　第２６条関係の次に第２７条関係として次のように加える。
　第２７条関係
　　　この条の第３項の規定により異動後の職務と同種の職務に引き続き在職したものとみなして昇格等の規定を適用する場合には、それぞれその在職していたとみなす時における昇格等の規定によるものとする。
　　第３５条関係及び第３７条関係第１７項中「又はその委任を受けた者」を削る。
　　第４３条関係第１項中「正規の試験」を「採用試験」に、「および」を「及び」に改める。
　　第４５条関係の次に第４６条関係として次のように加える。
　第４６条関係
　　１　この条の第１項の規定による報告は、初任給基準表の試験欄の「Ⅰ種」又は「Ａ種」の区分の適用後遅滞なく、第１３条関係第４項の⑴から⑹までに掲げる事項について行うものとする。
　　２　この条の第３項の規定により読み替えられた第１６条の「その者に適用される初任給基準表の試験欄の区分より初任給欄の号俸が下位である試験欄の区分（「その他」の区分を含み、当該適用される試験欄の区分が「一般職（大卒）」、「専門職（大卒二群）」又は「Ⅱ種」の区分である場合は「Ｂ種」の区分は含まないものとする。）を用い、又はその者の有する学歴免許等の資格のうちの下位の資格のみを有するものとしてこれらの規定を適用した場合」には、当該下位の区分を用い、かつ、当該下位の資格のみを有するものとして第１４条又は第１５条の規定を適用した場合（例えば試験欄の「Ｂ種」の区分の適用を受ける者で「短大卒」の区分に属する学歴免許等の資格を有するものについて、「Ⅲ種」の区分を用い、かつ、「高校卒」の区分に属する学歴免許等の資格のみを有するものとして同条の規定を適用した場合）を含むものとし、この場合には、これにより得られる号俸をもって、同項の規定により読み替えられた第１６条の規定による号俸とすることができる。
　　第４７条関係を削る。
　　第４８条の２関係第１項中「又はその委任を受けた者」を削り、同項第１号中「第１１条第２項又は第３項」を「第１１条第４項又は第５項」に改め、同項第３号中「第２２条関係第２項」を「第２０条関係第９項第１号、第２２条関係第２項第１号」に、「第６」を「の第６の第１項」に改め、同項中第４号を第６号とし、第３号の次に次の２号を加える。
　　　四　第２７条第３項又は第２２条関係第２項第２号の規定による職務の級の決定に際し、昇格等の規定を適用した場合において、在級期間表に定める在級期間に１００分の５０以上１００分の８０未満の割合を乗じて得た期間をもって在級期間表の在級期間とした場合
　　　五　給実甲第２５４号の第６の第２項又は給実甲第４４２号第６項の規定による職務の級の決定に際し、在級期間表に定める在級期間に１００分の５０以上１００分の８０未満の割合を乗じて得た期間をもって在級期間表の在級期間とした場合
　　初任給基準表関係第１項中「第１１条第２項」を「第１１条第４項」に改め、「備考第４項」の次に「又は第７項」を加え、同表関係第２項中「第１１条第２項」を「第１１条第４項」に改め、「備考第４項」の次に「又は第７項」を加え、同表関係第４項中「及び第３項」を「、第３項及び第６項」に改める。
　　その他の事項第１項中「又はその委任を受けた者」を削る。
　　別表の甲表大学卒の欄中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
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７　給実甲第３４２号（行政職俸給表㈡の適用を受ける技能職員の号俸の決定について）
　　第１項から第３項までの規定中「又はその委任を受けた者」を削る。
８　給実甲第３４３号（民間の研究所等から採用された研究員の号俸の決定について）
　　前書き中「「Ⅰ種」」を「「総合職（院卒）」、「総合職（大卒）」又は「Ⅰ種」」に改める。
　　第１項中「又はその委任を受けた者」を削る。
９　給実甲第４４２号（人事交流による採用者等の職務の級及び号俸の決定について）
　　第５項中「決定された職員」の次に「（規則第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員を除く。）」を加える。
　　第７項中「前３項」を「第４項から前項まで」に改め、同項を第８項とする。
　　第６項中「前項」を「第５項」に改め、同項を第７項とする。
　　第５項の次に次の１項を加える。
　６　第４項の規定により号俸を決定された職員（規則第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員に限る。）の当該号俸決定の日後の最初の昇格について、その者が昇格前の職務の級に在級している期間と規則第１７条の規定を適用して号俸を決定する際の計算の過程において当該職務の級に決定されるとみなされた日以後の期間（異動又は退職前の当該職務の級に在級した期間を含む。）とを合算した期間が在級期間表に定める在級期間（ただし、規則第２０条第４項後段の規定に該当するときは、当該在級期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間とすることができる。）以上あるときは、規則第２０条第７項ただし書の規定によりその者を昇格させることができる。
１０　給実甲第４７０号（行政職俸給表㈡在級期間表において別に定めることとされている要件による職務の級の決定について）
　　本文中「第１１条第２項若しくは第３項」を「第１１条第４項若しくは第５項」に改める。
１１　国と民間企業との間の人事交流の運用について（平成１２年３月２１日任企―８７）
　　規則第１６条関係第１項を次のように改める。
　　１　交流派遣後職務に復帰した職員を昇格させる場合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める職務の級に昇格させることができる。ただし、特別の事情によりこれにより難い場合には、あらかじめ事務総長に協議して、別段の取扱いをすることができる。
　　　一　人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）（以下「規則９―８」という。）第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員以外の職員　昇格させようとする日に新たに職員となったものとした場合のその者の経験年数がその者を昇格させようとする職務の級をその者の属する職務の級とみなした場合の給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）第１５条関係第５項に規定する最短昇格期間（ただし、規則９―８第２０条第４項後段の規定に該当するときは、当該最短昇格期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間とすることができる。）以上となる当該昇格させようとする職務の級
　　　二　規則９―８第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員　当該交流派遣がなく引き続き職務に従事したものとみなして、その者が当該交流派遣の直前に属していた職務の級を基礎として昇格等の規定を適用した場合に、その者を昇格させようとする日に属することとなる職務の級を超えない範囲内の職務の級
　　規則第１６条関係第２項中「前項」を「前項第１号」に、「とした」を「として昇格させたとき又は同項第２号の規定により在級期間表に定める在級期間に１００分の５０以上１００分の８０未満の割合を乗じて得た期間をもって在級期間表の在級期間として昇格させた」に改める。
　　規則第２２条関係を削る。
１２　任期付職員の採用及び給与の特例の運用について（平成１２年１１月２７日任企―５９０）
　　規則第９条関係を削る。
１３　検察官その他の職員の法科大学院への派遣の運用について（平成１５年１０月１日人企―８２５）
　　規則第１４条関係を次のように改める。
　規則第１４条関係
　　　法科大学院派遣法第１１条第１項の規定による派遣後職務に復帰した職員を昇格させる場合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める職務の級に昇格させることができる。ただし、特別の事情によりこれにより難い場合には、あらかじめ事務総長に協議して、別段の取扱いをすることができる。
　　一　人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）（以下「規則９―８」という。）第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員以外の職員　昇格させようとする日に新たに職員となったものとした場合のその者の経験年数がその者を昇格させようとする職務の級をその者の属する職務の級とみなした場合の給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）第１５条関係第５項に規定する最短昇格期間（以下「最短昇格期間」という。）（ただし、規則９―８第２０条第４項後段の規定に該当するときは、当該最短昇格期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間とすることができる。）以上となる当該昇格させようとする職務の級
　　二　規則９―８第１１条第３項の規定により職務の級を決定された職員　当該派遣がなく引き続き職務に従事したものとみなして、その者が当該派遣の直前に属していた職務の級を基礎として昇格等の規定を適用した場合に、その者を昇格させようとする日に属することとなる職務の級を超えない範囲内の職務の級
　　別紙の（記入要領）の１３中「規則第１４条関係」を「規則第１４条関係第１号」に改め、「とき」の次に「又は同条関係第２号の規定により在級期間表に定める在級期間に１００分の５０以上１００分の１００未満の割合を乗じて得た期間をもって在級期間表の在級期間として昇格させたとき」を加える。
                                                   　   以　　　上
